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概概概概        要要要要    

 本技術は、日本に多い中低層建築構造物を対象に、低コストかつ高精度で、

しかもリアルタイムで地震時における建物の損傷度合および損傷箇所が推定

できる。本技術によって、震災後の人命の安全確保と建物の安全度判定にかか

る労力と時間の削減および信頼性の向上に貢献できる可能性がある。 

従来技術従来技術従来技術従来技術・・・・    

競合技術競合技術競合技術競合技術    

とのとのとのとの比較比較比較比較    

（（（（優位性優位性優位性優位性））））    

固有振動数や振動モードなどの情報を利用する手法では、精度の向上には人

的関与が必要である。また、近似関数の極限値を取る手法と、最上階から順番

に層剛性を同定する手法が開発されたが、近似関数・範囲の選定または下層で

は誤差の累積により同定精度が悪くなるために実用化に至っていない。これに

対して、本技術は各層の剛性を精度よく直接的に同定することが可能である。 

本技術本技術本技術本技術のののの    

有用性有用性有用性有用性    

 本技術により、地震前後における構造物の層剛性等の物理パラメータの変化

より、リアルタイムで構造物に生じる損傷の度合及びその箇所を同定できる。 

関連情報関連情報関連情報関連情報    

（（（（図図図図・・・・表表表表・・・・写真等写真等写真等写真等））））    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         (a) 構造例  (b) 構造振動  (c) 剛性同定 

適用可能製品適用可能製品適用可能製品適用可能製品    
・震災後構造安全度の瞬時判断システム ・耐震改修のための評価システム 

・長期的修繕計画のためのモニタリングシステム 
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